
（単位：千円）

金　　額 金　　額

(138,494,625) (79,336,607)

11,729,040 61,680,408

1,027,161 415,980

1,015,917 57,688,855

5,254,741 227,709

748,273 709,670

1,418,530 65,584

200,490 668,031

100,151 1,081,493

1,810,968 314,474

153,514 508,608

△ 710

17,656,198

4,387,859

16,000

126,765,584 6,408,483

121,784,937 1,695,716

34,611,622 156,354

1,127,215 4,945,307

19,340 46,478

197,504

84,265,304

1,563,950 (59,158,018)

350,056 59,070,578

307,094 3,037,350

42,962 38,577,699

4,630,590 38,428,299

1,898,967 149,400

455,341 17,455,528

1,405,728 17,455,528

614,507 17,455,528

260,553 87,439

△ 4,507 その他有価証券評価差額金 87,439

138,494,625 138,494,625

（金額は千円未満の端数を切り捨てております。）

科 目

（負　債　の　部）

販 売 用 不 動 産 未 払 金

開 発 用 不 動 産

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

短 期 借 入 金

流 動 負 債

売 掛 金

未 払 法 人 税 等

仕 掛 不 動 産

前 受 金前 渡 金

預 り 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

前 払 費 用

賞 与 引 当 金短 期 貸 付 金

そ の 他

契 約 負 債

建 物

固 定 負 債

長 期 借 入 金

役員退職慰労引当金

退 職 給 付 引 当 金

預 り 敷 金 保 証 金

資 産 除 去 債 務

工 具 器 具 備 品

土 地

構 築 物 繰 延 税 金 負 債

機 械 装 置 そ の 他

資 本 剰 余 金

（純　資　産　の　部）

無 形 固 定 資 産 株 主 資 本

資 本 金

建 設 仮 勘 定

関 係 会 社 株 式

長 期 前 払 費 用 そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 越 利 益 剰 余 金

負 債 及 び 純 資 産 合 計

貸　　借　　対　　照　　表
［２０２３年３月３１日現在］

科 目

（資　産　の　部）

諸 施 設 利 用 権 等

ソ フ ト ウ エ ア

流 動 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

資　産　合　計

差 入 敷 金 保 証 金

そ の 他 評価・換算差額等



（単位：千円）

4,995,812

21,959,374

1,877,602 28,832,788

20,257,547

8,575,241

販売費及び一般管理費 3,773,729

4,801,511

2,387,063

502,071 2,889,134

217,566

731,288 948,855

6,741,790

15,082 15,082

6,726,708

1,456,712

△ 103,656 1,353,055

5,373,652

（金額は千円未満の端数を切り捨てております。）

売 上 総 利 益

特 別 損 失

損　　益　　計　　算　　書

［２０２２年４月１日から２０２３年３月３１日まで］

不 動 産 販 売 事 業 売 上 高

不 動 産 賃 貸 事 業 売 上 高

科 目

売 上 高

税 引 前 当 期 純 利 益

当 期 純 利 益

社 名 変 更 費 用

金 額

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

経 常 利 益

そ の 他 事 業 売 上 高

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他

支 払 利 息

そ の 他

営 業 外 費 用

営 業 外 収 益

売 上 原 価

営 業 利 益



個 別 注 記 表 

２０２２年 ４月 １日から 

２０２３年 ３月３１日まで 

〔１〕 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

〔２〕 収益認識に関する注記 

〔３〕 会計上の見積りに関する注記 

〔４〕 追加情報 

〔５〕 貸借対照表に関する注記 

〔６〕 損益計算書に関する注記 

〔７〕 株主資本等変動計算書に関する注記 

〔８〕 税効果会計に関する注記 

〔９〕 金融商品の時価等に関する注記 

〔１０〕 賃貸等不動産の時価等に関する注記 

〔１１〕関連当事者との取引に関する注記 

〔１２〕１株当たり情報に関する注記 



〔１〕重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法に基づく原価法 

その他有価証券 

 市場価格のない株式等以外のもの 決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理、 

売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法に基づく原価法 

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

販売用不動産、開発用不動産 

個別法に基づく原価法 

仕掛不動産   （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく 

簿価切下げの方法により算定） 

３．固定資産の減価償却の方法 

   （１）有形固定資産 

定額法によっております。 

   （２）無形固定資産 

定額法によっております。なお、自己利用のソフトウエアについては、社内における 

利用可能期間（5年）に基づいております。 

   （３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

４．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金        債権の貸倒による損失に備えるため､一般債権については貸倒 

実績率法により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に 

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 （２）賞与引当金  従業員に対する賞与の支給に備えるため､支給見込額基準により 

計上しております。 

   （３）退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため､当期末における退職給付債務額 

の見込額に基づき､当期末において発生していると認められる額 

を計上しております。なお、数理計算上の差異は、その発生時の 

従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（12年）で、発生の 

翌期から定額法により費用処理しております。また、過去勤務 

費用は、その発生時に一括費用処理しております｡ 

（４）役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金支給 

内規に基づく期末要支給額を計上しております。 



５．ヘッジ会計の方法 

金利スワップ取引については、特例処理によっております。なお、ヘッジ手段は金利 

スワップ取引、ヘッジ対象は金利変動のリスク、ヘッジ方針は金利変動のリスク負担の 

適正化に限定しております。 

６．消費税の会計処理 

固定資産に係る控除対象外消費税等は、一括して「投資その他の資産」の長期前払費 

用に計上し、5年間で均等償却しております。 

７．グループ通算制度の適用 

当社及び連結子会社は、当事業年度より、連結納税制度からグループ通算制度へ移行して

おります。これに伴い、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示につい

ては、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応

報告第42号 2021年8月12日。以下「実務対応報告第42号」という。）に従っております。ま

た、実務対応報告第42号第32項(1)に基づき、実務対応報告第42号の適用に伴う会計方針の

変更による影響はないものとみなしております。 

８．収益及び費用の計上基準 

 当社における主要な事業における顧客との契約に基づく主な履行義務の内容及び収
益を認識する通常の時点は以下の通りです。 

（１）不動産賃貸 

不動産賃貸は、賃貸マンション、オフィスビル等を、顧客との賃貸借契約等に基づき、

顧客へ賃貸する義務を負っております。当該履行義務は、その他の源泉から生じる収

益として、リース取引に関する会計基準に従って、収益を認識しております。また、

賃貸マンション、オフィスビル等を売却する場合は、顧客との不動産売買契約に基づ

き当該物件の引き渡しを行う義務を負っております。当該履行義務は顧客に物件が

引き渡される一時点で充足されるものであり、当該引渡時点において収益を認識し

ております。 

（２）不動産販売 

不動産販売は、分譲住戸、戸建住宅及び宅地等を、顧客との不動産売買契約に基づき
当該物件の引き渡しを行う義務を負っております。当該履行義務は、顧客に物件が
引き渡される一時点で充足されるものであり、当該引渡時点において収益を認識し
ております。 

（３）指定管理・ＰＦＩ 

指定管理・ＰＦＩは公共施設の維持管理・運営を行う業務です。顧客との間で年間
を通じて日常反復的な履行義務を認識している場合、時の経過に応じて充足される
と判断されることから、契約期間にわたり毎月均等で収益を認識しております。顧
客との間で個別に履行義務を認識している場合は、当該役務の提供により当該サー
ビスに対する支配が顧客に移転した時点が履行義務の充足時点として、顧客が検収
した時点で収益を認識しております。 



（４）保険代理店 
保険代理店は、一般消費者および事業会社等の保険契約者のニーズに応じて、保険
会社に対し保険契約の取次（契約締結、契約変更、保険料回収等）を行う義務を負
っております。当該履行義務は、保険契約の取次後、保険会社が保険料を回収した
時点で当社の履行義務の充足が確認されるものであり、当該回収時点にて代理店契
約に基づく手数料を収益として認識しております。 

〔２〕収益認識に関する注記 

収益を理解するための基礎となる情報 

収益を理解するための基礎となる情報は、「〔１〕重要な会計方針に係る事項に関する注記 

８．収益及び費用の計上基準」に記載の通りであります。 

〔３〕会計上の見積りに関する注記 

会計上の見積りは入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しております。 
当事業年度の会計上の見積り項目のうち、翌事業年度の計算書類に重要な影響を及ぼす可
能性がある項目及び影響額等は以下のとおりです。 

１．固定資産の評価 

当社は、当事業年度末において、有形固定資産121,784,937千円を計上しております。 
減損の兆候がある資産又は資産グループについて、当該資産又は資産グループから

得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額がこれらの帳簿価額を下回る場合には、
帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しています。 

回収可能価額には正味売却価額と使用価値のいずれか高い方を用いており、使用価値
については、将来キャッシュ・フローを現在価値に割り引いて算出しています。 

将来キャッシュ・フローについては、過去の運営実績、将来の賃貸市場を考慮した
事業計画に基づき見積りを行っております。当該見積りには、市場の賃料水準、空室
率、割引率等の仮定を用いております。 

当該仮定の前提条件や事業環境などに変化が見られた場合には、翌事業年度の計算
書類に影響を及ぼす可能性があります。 

２．棚卸資産の評価 

当社は、当事業年度末において、棚卸資産7,421,545千円を計上しております。 
販売目的で保有する棚卸資産は、収益性の低下等により期末における正味売却価額が

取得原価よりも下落している場合には、当該正味売却価額をもって貸借対照表価額と
しています。正味売却価額の算定に当たっては、直近の販売実績、将来の売買市場の
動向、近隣地域の開発計画、建設コストの動向等を考慮した事業計画に基づき見積りを
行っております。当該見積りには販売エリアの販売単価、工事単価、販売経費等の仮定を
用いております。 

当該仮定の前提条件や事業環境などに変化が見られた場合には、翌事業年度の計算
書類に影響を及ぼす可能性があります。 

〔４〕追加情報 
従来、固定資産に計上されていた「建物及び構築物」、「土地」等10,081,515千円

を、販売用不動産として売却しております。 



〔５〕貸借対照表に関する注記 

１．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 1,900,502千円 

短期金銭債務 57,003,208千円 

長期金銭債権   64,274千円 

長期金銭債務 1,238,692千円 

２．有形固定資産の減価償却累計額 31,430,024千円 

３．担保に供している資産および担保に係る債務 

（１）担保に供している資産 

関係会社株式 16,500千円 

貸付金  41,372千円 

（２）担保に係る債務 

関係会社の金融機関借入金    322,001千円 

〔６〕損益計算書に関する注記 

１．関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

売上高 3,290,084千円 

仕入高 1,082,689千円 

その他     661,255千円 

営業取引以外の取引による取引高  230,050千円 

２．顧客との契約から生じる収益 

当社は、当事業年度では、売上高として28,832,788千円を計上しております。このうち、顧客

との契約から生じる収益は、18,832,539千円です。 

３．不動産賃貸事業売上高に関する注記 

 不動産賃貸事業売上高には、固定資産を販売用不動産として売却した収入11,814,596千円が含

まれております。 



〔７〕株主資本等変動計算書に関する注記 

１．当事業年度末における発行済株式の数 普通株式 57,670株 

２．配当に関する事項 

 （１）配当金支払額 

決  議 
株式の 

種類 

配当金の総額

（千円） 

1株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2022年6月24日

定時株主総会 
普通株式 1,714,413 29,728 2022年3月31日 2022年6月27日 

（２）基準日が当期に属する配当で効力の発生日が翌期になるもの 

 2023年6月23日開催予定の定時株主総会において、普通株式の配当に関する事項を 

次のとおり付議する予定です。 

① 配当金の総額 1,563,895千円 

② 1株当たり配当額  27,118円00銭 

③ 基準日 2023年3月31日 

④ 効力発生日 2023年6月26日 

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 

〔８〕税効果会計に関する注記 

 繰延税金負債の発生の主な原因は、合併等による土地評価差額であります。 

〔９〕金融商品の時価等に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

当社は、親会社等からの借入により資金を調達し、資金運用については短期的な貸付金等

に限定しております。 

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を 

図っております。また、投資有価証券は、主として非上場の不動産投資信託及び株式等で 

あり、定期的に時価等の把握を行っております。 

借入金の使途は、運転資金及び設備投資資金であり、一部の長期借入金の金利変動 

リスクに金利スワップ取引を実施して支払利息を固定化しております。 



２．金融商品の時価等に関する事項 

     2023年3月31日現在（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの 

差額については、次のとおりであります。 

（単位：千円） 

貸借対照表計上額

（※1） 

時価 

（※1） 

差額 

（１）投資有価証券 1,857,950 1,857,950 － 

（２）差入敷金保証金 614,507 614,213 △294 

（３）短期借入金(※2） (57,688,855) (57,690,375) (1,520) 

（４）長期借入金 (4,387,859) (4,393,784) (5,925) 

（５）預り敷金保証金 (6,408,483) (5,927,384) (△481,099) 

（※1）負債に計上されているものについては、（ ）内で示しております。 

（※2）1年内返済の長期借入金を含む。 

［注１］現金及び預金、受取手形及び売掛金、短期貸付金、買掛金、預り金については、短期

間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略して

おります。 

［注２］金融商品の時価の算定方法並びに投資有価証券に関する事項 

（１）投資有価証券 

非上場の不動産投資信託は基準価格を、株式は取引所の価格によっておりま

す。 

（２）差入敷金保証金、（３）短期借入金、（５）預り敷金保証金 

これらの時価については、（４）長期借入金の時価算定方法と同一の方法に 

よっております。 

（４）長期借入金 

元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて 

算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの

特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された 

元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積もられる

利率で割り引いて算定する方法によっております。 

［注３］非上場株式（貸借対照表計上額41,016千円）及び関係会社株式（貸借対照表計上額

455,341千円）は市場価格がないため、上表には含めておりません。 



〔１０〕賃貸等不動産の時価等に関する注記 

１．賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社は、兵庫県、大阪府、東京都その他の地域において、賃貸用の住居（寮・社宅を 

含む）及び商業施設、並びにオフィスビルを保有しております。 

2023年3月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸事業収益は21,959,374千円、 

賃貸事業損益は7,065,725千円であります。 

２．賃貸等不動産の時価に関する事項 

（単位：千円） 

貸借対照表計上額 時価 

118,876,927 136,423,380 

（注１）貸借対照表計上額は、建物及び土地の総額であり、取得価額から減価償却累計

額を控除した金額であります。 

（注２）当期末の時価は、主要な物件については「不動産鑑定基準」に基づく鑑定評価書等

による金額、その他の物件については路線価等の市場価格を反映していると考えら

れる指標に基づき算定した金額であります。 

〔１１〕関連当事者との取引に関する注記 

親会社及びその他の関係会社 

（単位：千円） 

属性 会社等

の名称 

議決権等の 

被所有割合 
関連当事者 

との関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社 東京セ

ンチュ

リー㈱

直接 70％ 役員の派遣受入、

資金の借入 
資金の借入 51,353,846 短期借入金 54,500,000 

利息の支払 189,276 
流動負債 

その他 
567 

その他の 

関係会社 

㈱神戸

製鋼所 

直接 25％ 寮・社宅の賃貸等

の売上､役員の派遣

受入 

売

上

高 

不動産賃貸 3,047,428 前受金 241,098 

その他 9,129 
差入敷金 

保証金 
33,870 

敷金・保証金の返還 36,730 
預り敷金 

保証金 
1,091,076 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）利息の利率は、市場金利を反映して合理的に決定しており、担保の差入もありません。 

なお、借入の取引金額は、平均残高を記載しております。 

（注２）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上、 

決定しております。 

（注３）上記金額のうち、取引金額には消費税等を含めておりません。 



〔１２〕１株当たり情報に関する注記 

   １株当たり純資産額  1,025,802円29銭 

   １株当たり当期純利益  93,179円33銭 

（注）記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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